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第１第１第１第１    はじめにはじめにはじめにはじめに    

   安倍内閣が国会に提出した労働者派遣法「改正」案（以下「『改正』案」

という。）は、現在参議院で審議されている。「改正」案は、極めて異例

なことに、施行日を「政令で定める日」とするのではなく、「改正」案そ

のもので「この法律は、平成２７年９月１日から施行する。」（「改正」

案附則１条）と定めている。現行労働者派遣法（以下「現行法」という。）

４０条の６の１項３号の「業務単位の派遣受入期間制限違反の場合の労働

契約申込みみなし制度」は、平成２７年１０月１日から施行されることに

なっている（現行法附則１条但書２号参照）。「改正」案は、「業務単位

の派遣受入期間制限違反の場合の労働契約申込みみなし制度」の適用を排

除するため、わざわざ「改正」案そのもので、施行日を１か月前の平成２

７年９月１日と定めているのである。 

   しかし、現在、「改正」案は、９月１日までに成立する目途がたってい

ない。このような中で、安倍内閣は、あくまでも「業務単位の派遣受入期

間制限違反の場合の労働契約申込みみなし制度」の適用を排除しようとし

て、「改正」案の施行日を平成２７年９月３０日に修正し、その成立を強

行しようとしている。 

   このような安倍内閣の異例かつ強引なやり方は、派遣労働者に対する背

信行為であるだけでなく、現行法と「改正」案の間の経過措置について正

反対の２つの解釈を許す不明瞭な事態や、「改正」案の公布から施行まで

の期間が超短期で、政令、厚生労働省令、派遣先指針、派遣元指針の制定、

改定のための審議時間がとれないとか、派遣先・派遣元・労働者に対して
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「改正」案等の内容を周知できないとかの事態を生み出している。 

   本意見書では、あくまでも「業務単位の派遣受入期間制限違反の場合の

労働契約申込みみなし制度」の適用を排除しようとする安倍内閣の策動が

もたらすものを明らかにし、「改正」案は廃案にするより他に途がないこ

とを明らかにする。 

 

第第第第２２２２    現行法の「労働契約申込みみなし制度」と「改正」案の「労働契約申込現行法の「労働契約申込みみなし制度」と「改正」案の「労働契約申込現行法の「労働契約申込みみなし制度」と「改正」案の「労働契約申込現行法の「労働契約申込みみなし制度」と「改正」案の「労働契約申込

みみなし制度」のみみなし制度」のみみなし制度」のみみなし制度」の違いと適用可能性の広狭違いと適用可能性の広狭違いと適用可能性の広狭違いと適用可能性の広狭 

１１１１    現行法４０条の６の１項（現行法４０条の６の１項（現行法４０条の６の１項（現行法４０条の６の１項（平成２７平成２７平成２７平成２７年１０月１日施行）と「改正」案４年１０月１日施行）と「改正」案４年１０月１日施行）と「改正」案４年１０月１日施行）と「改正」案４

０条の６の１項（０条の６の１項（０条の６の１項（０条の６の１項（平成平成平成平成２２２２７７７７年９月年９月年９月年９月３０３０３０３０日施行日施行日施行日施行予定予定予定予定）の違いとその原因）の違いとその原因）の違いとその原因）の違いとその原因    

    （１）現行法４０条の６の１項（（１）現行法４０条の６の１項（（１）現行法４０条の６の１項（（１）現行法４０条の６の１項（平成２７平成２７平成２７平成２７年１０月１日施行）年１０月１日施行）年１０月１日施行）年１０月１日施行）    

現行法４０条の６の１項は、派遣先が次の各号のいずれかに該当する

行為を行い、故意・過失等がある時は、その時点において、派遣先から

派遣労働者に対し、労働契約の申込みをしたものとみなすと定めている。 

１号 現行法４条３項（派遣禁止業務の労働者派遣）違反 

２号 現行法２４条の２（無許可・無届の事業主からの労働者派遣の

受入禁止）違反 

３号 現行法４０条の２の１項（業務単位の派遣受入期間制限）違反 

４号 現行法２６条１項違反の脱法目的の偽装請負等 

（２）「改正」案４０条の６の１項（（２）「改正」案４０条の６の１項（（２）「改正」案４０条の６の１項（（２）「改正」案４０条の６の１項（平成２７平成２７平成２７平成２７年９月年９月年９月年９月３０３０３０３０日施行日施行日施行日施行予定予定予定予定））））    

「改正」案は、現行法４０条の６の１項本文３号を廃止し、次のよう

に４０条の６の１項本文３号、４号を設けている。 

１号 現行法４条３項（派遣禁止業務の労働者派遣）違反 

２号 現行法２４条の２（無許可・無届の事業主からの労働者派遣の

受入禁止）違反 

３号 「改正」案４０条の２の１項（事業所単位の派遣受入期間制限）

違反＝（過半数労働組合もしくは過半数代表の意見聴取義務）

違反 

４号 「改正」案４０条の３（個人単位の派遣受入期間制限）違反 

５号 現行法２６条１項違反の脱法目的の偽装請負等 

（３）現行法４０条の６の１項（３）現行法４０条の６の１項（３）現行法４０条の６の１項（３）現行法４０条の６の１項３号３号３号３号と「改正」案４０条の６の１項と「改正」案４０条の６の１項と「改正」案４０条の６の１項と「改正」案４０条の６の１項３号、４３号、４３号、４３号、４

号号号号の違いの違いの違いの違い    

ア 現行法４０条の６の１項３号は、派遣先は、現行法４０条の２の１

項の業務単位の派遣受入期間制限に違反して派遣受入れをした場合、

当該派遣労働者に対し、労働契約の申込みをしたものとみなすと定め

ている。  
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イ 「改正」案４０条の６の１項３号は、派遣先は、事業所単位の派遣

受入制限期間を延長する際に、過半数労働組合等から意見聴取せず、

「改正」案４０条の２の１項の事業所単位の派遣受入期間制限に違反

して派遣受入れをした場合、当該派遣労働者に労働契約の申込みをし

たものとみなすと定めている。  

ウ 「改正」案第４０条の６の１項４号は、派遣先は、「改正」案４０

条の３の個人単位の派遣受入期間制限に違反して派遣受入れをした場

合、当該派遣労働者に労働契約の申込みをしたものとみなすと定めて

いる。  

（４）現行法４０条の６の１項（４）現行法４０条の６の１項（４）現行法４０条の６の１項（４）現行法４０条の６の１項３号３号３号３号と「改正」案４０条の６の１項と「改正」案４０条の６の１項と「改正」案４０条の６の１項と「改正」案４０条の６の１項３号、４３号、４３号、４３号、４

号号号号の違いの原因の違いの原因の違いの原因の違いの原因  

   ア 「改正」案は、現行法４０条の２の１項の業務単位の派遣受入期間

制限を廃止し、これに連動して、現行法４０条の６の１項３号を廃止

したのである。  

   イ 「改正」案は、４０条の２の１項、３項、４項で、過半数労働組合

等の意見聴取をすれば、事業所単位の派遣受入制限期間を超えて労働

者派遣を継続受入できると定め、これに連動して、４０条の６の１項

３号を設けたのである。  

ウ 「改正」案は、４０条の３で、個人単位の派遣受入期間制限を定め、

これに連動して、４０条の６の１項４号を設けたのである。 

 

２２２２    現行法４０条の６の１項３号と「改正」案４０条の６の１項３号、４号現行法４０条の６の１項３号と「改正」案４０条の６の１項３号、４号現行法４０条の６の１項３号と「改正」案４０条の６の１項３号、４号現行法４０条の６の１項３号と「改正」案４０条の６の１項３号、４号

のののの適用可能性の広狭適用可能性の広狭適用可能性の広狭適用可能性の広狭    

（１）（１）（１）（１）「改正」案における「改正」案における「改正」案における「改正」案における適用対象労働者の縮小適用対象労働者の縮小適用対象労働者の縮小適用対象労働者の縮小    

現行法４０条の６の１項３号は、有期、無期を問わず、すべての派遣

労働者を対象にしている。しかし、「改正」案４０条の６の１項３号、

４号は、適用対象労働者を有期雇用派遣労働者に限定しており、無期雇

用派遣労働者は適用対象外にしている。  

（２）適用（２）適用（２）適用（２）適用の機会の多い現行法４０条の６の１項３号の機会の多い現行法４０条の６の１項３号の機会の多い現行法４０条の６の１項３号の機会の多い現行法４０条の６の１項３号  

現行法４０条の２の１項の業務単位の派遣受入期間制限の違反は、一

般事務、製造業務等の一般業務（自由化業務）の労働者派遣で起こって

いる違反である。 

また、専門２６業務の労働者派遣では、業務偽装の形態や、一般業務

に労働時間の１割を超えて従事させる形態で多発している違反である。

平成２６年６月１日現在で、派遣労働者は１２６万人いるが、そのうち

４９万人の派遣労働者が専門２６業務に従事している。この４９万人の
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派遣労働者の中には、業務偽装の形態等で専門２６業務に従事し、施行

日の平成２７年１０月１日以降、現行法４０条の６の１項３号に基づい

て派遣先に対して直接雇用を請求できる労働者が相当数いるものと思わ

れる。 

現行法４０条の６の１項３号は、同条１項各号の中では、最も適用の

機会の多い条項である。 

（３）適用（３）適用（３）適用（３）適用の機会のの機会のの機会のの機会のほとんどほとんどほとんどほとんどない「改正」案４０条の６の１項３号、４号ない「改正」案４０条の６の１項３号、４号ない「改正」案４０条の６の１項３号、４号ない「改正」案４０条の６の１項３号、４号    

「改正」案では、派遣先は、意見聴取をするだけで事業所単位の派遣

受入制限期間を延長でき、個人単位の派遣受入期間制限についても、派

遣労働者を入れ替えれば労働者派遣を継続利用できる。派遣先は、事業

所単位の派遣受入期間制限、個人単位の派遣受入期間制限に制約されず

に労働者派遣法を継続利用できるのであり、派遣先が「改正」案４０条

の２の１項、３項、４項や４０条の３に違反することはほとんど考えら

れない。  

したがって、「改正」案４０条の６の１項３号、４号が適用されるよ

うな場合は、ほとんどない。  

 

    ３３３３    まとめまとめまとめまとめ    

以上のとおり、「改正」案は、適用可能性の大きい現行法４０条の６の

１項３号を廃止し、代わりに、適用可能性のほとんどない４０条の６の１

項３号、４号を設けている。 

 

第第第第３３３３    背信的な１日前背信的な１日前背信的な１日前背信的な１日前のののの「業務単位の派遣受入期間制限違反の場合の労働契約「業務単位の派遣受入期間制限違反の場合の労働契約「業務単位の派遣受入期間制限違反の場合の労働契約「業務単位の派遣受入期間制限違反の場合の労働契約

申込みみなし制度」の廃止申込みみなし制度」の廃止申込みみなし制度」の廃止申込みみなし制度」の廃止    

１１１１    民主党・自民党・公明党の３党合意による修正民主党・自民党・公明党の３党合意による修正民主党・自民党・公明党の３党合意による修正民主党・自民党・公明党の３党合意による修正    

（１）３党合意による修正（１）３党合意による修正（１）３党合意による修正（１）３党合意による修正    

                現行法４０条の６の「労働契約申込みみなし制度」の施行日は、民主

党政府案では「公布の日から起算して３年を超えない範囲内において政

令で定める日」とされていた（附則１条但書２号）。それを、平成２３

年１２月の民主党・自民党・公明党の３党合意により、「この法律の施

行の日から起算して３年を経過した日」（現行法附則１条但書２号）へ

と修正したものである。この修正の結果、現行法４０条の６の施行日は、

平成２７年１０月１日とされている。 

（２）（２）（２）（２）修正案の提案者の修正案の提案者の修正案の提案者の修正案の提案者の自民党自民党自民党自民党衆議院衆議院衆議院衆議院議員議員議員議員の提案理由の提案理由の提案理由の提案理由    

          現行法４０条の６の施行日の修正案の提案者の田村憲久自民党衆議院

議員は、平成２４年３月２７日の参議院厚生労働委員会で、提案理由に
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ついて、次のように答弁している。 

「この３年間の猶予措置といいますか、経過措置を設けた理由であり

ますけれども、まず、違反をするとみなし雇用になってしまうという話

になったときに、先ほど来話が出ております例えば専門２６業務の問題、

これが、先ほども申し上げましたが、適正化プランが出されましてから

非常に現場が不安定になっております。使っている側は、これは専門業

務だというふうに思って使っておるんですが、その中身で、当局がやっ

てまいりまして、これはそれに該当しないと、だからおたく違反ですよ

という話になれば、これはもう本当に不意打ち食らったみたいに、じゃ、

これもみなし雇用で、派遣先は直接労働契約を結ばなきゃならないのか

ということになれば、もう怖くて２６業務ですらこれは派遣を受け入れ

ないという話になってくるわけですよね。ですから、そのところが一体

どのような形でこのみなし雇用制度といいますか、こういう形に移行し

ていくのか、みなしに移行にしていくのかということも、いろいろとこ

れから周知徹底もしなきゃならぬ部分があるんだろうと思います。 

 これは請負も同じでありまして、３７告示、これ以来、やはり請負の

方も、指揮命令がどうだとか、指示また管理がどうだとかというところ

で結構、当局と労働局においても認識が違うわけでありまして、戸惑い

があるわけでありまして、即一発で退場といいますか、みなしですよと

言われちゃうと、これはもう業務が成り立たなくなってくるわけであり

ますよね。ですから、こういう部分のところの周知徹底もやらなきゃい

けないというのがあります。 

 しかし、そもそも、本来私は、これ、採用の自由だとか、それから労

働契約の合意原則ということを考えれば、罰則という形でこのみなし制

度というものを入れるというのが本当にいいのかどうか、こういう議論

もこの３年間でしっかりとやる必要があるのではないのかというふうに

思っておりまして、そのような思いも込めてこの経過措置を取ったとい

うような認識でございます。」（第１８０回国会 参議院厚生労働委員

会会議録第４号２３頁） 

（３）（３）（３）（３）施行日前の廃止は施行日前の廃止は施行日前の廃止は施行日前の廃止は自民党の自民党の自民党の自民党の当初当初当初当初からからからからの計画の計画の計画の計画！！！！？？？？ 

前記の田村憲久自民党衆議院議員の「しかし、そもそも、本来私は、

（中略）罰則という形でこのみなし制度というものを入れるというのが

本当にいいのかどうか、こういう議論もこの３年間でしっかりとやる必

要があるのではないのかというふうに思っておりまして、そのような思

いも込めてこの経過措置を取ったというような認識でございます。」と

の答弁を読む時、現行法４０条の６の１項３号の「業務単位の派遣受入
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期間制限違反の場合の労働契約申込みみなし制度」の施行日前の廃止は、

自民党の当初からの計画と考えざるを得ないのである。 

 

２２２２    「労働契約申込みみなし制度」の周知作業をしない厚生労働省「労働契約申込みみなし制度」の周知作業をしない厚生労働省「労働契約申込みみなし制度」の周知作業をしない厚生労働省「労働契約申込みみなし制度」の周知作業をしない厚生労働省 

 （１）平成２７年７月１０日付通達「労働契約申込みみなし制度について」（１）平成２７年７月１０日付通達「労働契約申込みみなし制度について」（１）平成２７年７月１０日付通達「労働契約申込みみなし制度について」（１）平成２７年７月１０日付通達「労働契約申込みみなし制度について」

（職発０７１０第４号）が最初の周知作業（職発０７１０第４号）が最初の周知作業（職発０７１０第４号）が最初の周知作業（職発０７１０第４号）が最初の周知作業    

厚生労働省は、平成２４年３月２８日に現行法が成立した後、同省の

ホームページ等で現行法の一般的な解説を行っている。 

しかし、厚生労働省の現行法４０条の６の「労働契約申込みみなし制

度」についての周知作業は、厚生労働省職業安定局長の各都道府県労働

局長宛て平成２７年７月１０日付通達「労働契約申込みみなし制度につ

いて」（職発０７１０第４号）がはじめてである。同通達は、「制度の

趣旨及び行政解釈は、下記のとおりであるので、それらについて関係方

面への周知等その施行に向け万全を期せられたく、通達する。」と述べ

ている。 

上記通達を受けて、東京労働局は、平成２７年８月１０日、派遣元事

業主、派遣先事業主、労働者を対象に、「労働契約申込みみなし制度」

説明会を開催している。 

 （（（（２２２２））））施行日の施行日の施行日の施行日の３年間３年間３年間３年間延期の必要性が延期の必要性が延期の必要性が延期の必要性がなかったことは明白なかったことは明白なかったことは明白なかったことは明白    

   ア 現行法は、平成２４年３月２８日に成立し、同年４月６日に公布さ

れ、同年１０月１日に施行されている。そして、現行法４０条の６の

「労働契約申込みみなし制度」は、３年後の平成２７年１０月１日か

ら施行することとされている。現行法の公布から施行までの期間は、

５か月２５日である。そして、現行法４０条の６の公布から施行まで

の期間は、３年５か月２５日である。 

   イ 前述のとおり、厚生労働省が現行法４０条の６の周知作業を開始し

たのは、現行法の施行日から２年９か月が過ぎ、現行法４０条の６の

施行日まで残り２か月２２日になってからである。 

     この間の経過を見ると、現行法４０条の６の施行日を３年間延期す

る必要がまったくなかったことは明白である。現行法４０条の６の施

行日は、現行法と同じ、公布から５か月２５日後の平成２４年１０月

１日にしてよかったものである。 

 

３３３３    背信的な１日前の背信的な１日前の背信的な１日前の背信的な１日前の「業務単位の派遣受入期間制限違反の場合の労働契約「業務単位の派遣受入期間制限違反の場合の労働契約「業務単位の派遣受入期間制限違反の場合の労働契約「業務単位の派遣受入期間制限違反の場合の労働契約

申込みみなし制度」の廃止申込みみなし制度」の廃止申込みみなし制度」の廃止申込みみなし制度」の廃止    

   自民党や公明党は、不必要な３年間の周知期間を設け、施行日を３年間
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延期した上、施行日の１日前に現行法４０条の６の１項３号の「業務単位

の派遣受入期間制限違反の場合の労働契約申込みみなし制度」を廃止しよ

うとしている。これは、派遣労働者に対する二重三重の背信行為である。 

 

第第第第４４４４    労働者派遣法「改正」案は欠陥法案労働者派遣法「改正」案は欠陥法案労働者派遣法「改正」案は欠陥法案労働者派遣法「改正」案は欠陥法案    

            ―「改正」案附則９条１項後段「なお従前の例による。」の解釈―「改正」案附則９条１項後段「なお従前の例による。」の解釈―「改正」案附則９条１項後段「なお従前の例による。」の解釈―「改正」案附則９条１項後段「なお従前の例による。」の解釈 

１１１１    「改正」案（新法）施行日前に締結された労働者派遣契約に基づき行わ「改正」案（新法）施行日前に締結された労働者派遣契約に基づき行わ「改正」案（新法）施行日前に締結された労働者派遣契約に基づき行わ「改正」案（新法）施行日前に締結された労働者派遣契約に基づき行わ

れる労働者派遣について適用される派遣れる労働者派遣について適用される派遣れる労働者派遣について適用される派遣れる労働者派遣について適用される派遣受入受入受入受入期間制限の規定は、現行法（旧期間制限の規定は、現行法（旧期間制限の規定は、現行法（旧期間制限の規定は、現行法（旧

法）の規定法）の規定法）の規定法）の規定    

（１）（１）（１）（１）「改正」案「改正」案「改正」案「改正」案附則９条１項前段の意味附則９条１項前段の意味附則９条１項前段の意味附則９条１項前段の意味    

   ア 「改正」案附則９条１項前段は、「新法４０条の２の規定は、施行

日以後に締結される労働者派遣契約に基づき行われる労働者派遣契約

について適用し」と定める。同様の条文は、「改正」案附則７条、同

９条２項にもある。 

これらの規定の反対解釈からして、「改正」案（新法）施行日前に

締結された労働者派遣契約に基づき行われる労働者派遣については、

「改正」案（新法）施行後も、「改正」案（新法）４０条の２（事業

所単位の派遣受入期間制限）や３５条の３及び４０条の３（個人単位

の派遣受入期間制限）は適用されないことになる。 

   イ 「改正」案（新法）施行日前に労働者派遣契約を締結する派遣先と

派遣元は、現行法（旧法）の派遣受入期間制限を定める規定に基づい

て、現行法（旧法）の派遣受入期間制限が適用されることを想定し、

期待して労働者派遣契約を締結している。そして、「改正」案（新法）

施行日前に締結された労働者派遣契約に基づいて派遣される派遣労働

者は、現行法（旧法）の派遣受入期間制限を定める規定が適用される

ことを想定し、期待して派遣されている。 

     したがって、派遣先、派遣元、派遣労働者の意思及び期待からして、

「改正」案（新法）施行日前に締結された労働者派遣契約に基づき行

われる労働者派遣については、「改正」案（新法）施行後も、「改正」

案（新法）の派遣受入期間制限を定める規定ではなく、現行法（旧法）

の派遣受入期間制限を定める規定が適用されるのは当然のことであ

る。 

（２）（２）（２）（２）「改正」案「改正」案「改正」案「改正」案附則９条１項後段の意味附則９条１項後段の意味附則９条１項後段の意味附則９条１項後段の意味    

―「なお、従前の例による。」の意味―「なお、従前の例による。」の意味―「なお、従前の例による。」の意味―「なお、従前の例による。」の意味    

   ア 前記「１（１）イ」の考え方からすると、「改正」案附則９条１項

前段の「新法４０条の２の規定は、施行日以降に締結される労働者派
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遣契約に基づき行われる労働者派遣について適用し」を受ける、「改

正」案附則９条１項後段の「施行日前に締結された労働者派遣契約に

基づき行われる労働者派遣については、なお従前の例による。」の意

味は、「『改正』案（新法）施行日前に締結された労働者派遣契約に

基づき行われる労働者派遣については、現行法（旧法）４０条の２（原

則１年、最長３年の業務単位の派遣受入期間制限）及び同条の制限期

間経過後の派遣労働者の優先直接雇用を定める規定や同条を守らせる

ための規定を適用する。」という意味と解される。 

     ただ単に現行法（旧法）４０条の２を適用するというだけでは意味

はなく、同条の適用は、同条の派遣受入制限期間経過後の派遣労働者

の優先直接雇用を定める規定や同条の派遣受入期間制限を守らせるた

めの規定の適用を伴ってはじめて意味を持つのである。したがって、

「改正」案（新法）施行日前に締結された労働者派遣契約に基づき行

われる労働者派遣については、現行法（旧法）４０条の２だけでなく、

現行法４０条の３（業務単位の派遣受入制限期間経過後の派遣労働者

の優先直接雇用）や４０条の４（業務単位の派遣受入制限期間が来る

場合の派遣先の労働契約申込み義務）も適用されることになる。 

政府（厚生労働省）も以上の解釈は認めるものと思われる。 

   イ このように見て来ると、「改正」案（新法）施行日前に締結された

労働者派遣契約に基づき行われる労働者派遣については、平成２７年

１０月１日の現行法（旧法）４０条の６の「労働契約申込みみなし制

度」の施行日以降は、現行法（旧法）４０条の６の１項３号の「派遣

受入期間制限違反の場合の労働契約申込みみなし制度」が適用され、

派遣受入期間制限違反の下に置かれた派遣労働者は、派遣先に対して

労働契約の成立を主張できることになる。 

     これが、「改正」案附則９条１項後段の「なお従前の例による。」

の文言に最も素直な解釈であり、また、派遣先、派遣元、派遣労働者

の意思及び期待に合致する解釈である。 

 

２２２２    政府（厚生労働省）の「なお従前の例による。」の解釈政府（厚生労働省）の「なお従前の例による。」の解釈政府（厚生労働省）の「なお従前の例による。」の解釈政府（厚生労働省）の「なお従前の例による。」の解釈    

（１）「改正」案（新法）施行日前に締結された労働者派遣契約に基づき行（１）「改正」案（新法）施行日前に締結された労働者派遣契約に基づき行（１）「改正」案（新法）施行日前に締結された労働者派遣契約に基づき行（１）「改正」案（新法）施行日前に締結された労働者派遣契約に基づき行

われる労働者派遣について、現行法（旧法）４０条の６の１項３号は適われる労働者派遣について、現行法（旧法）４０条の６の１項３号は適われる労働者派遣について、現行法（旧法）４０条の６の１項３号は適われる労働者派遣について、現行法（旧法）４０条の６の１項３号は適

用されないとの解釈用されないとの解釈用されないとの解釈用されないとの解釈    

    政府（厚生労働省）は、「改正」案（新法）施行日前に締結された労

働者派遣契約に基づき行われる労働者派遣について、「改正」案（新法）

施行前に現行法（旧法）４０条の６の「労働契約申込みみなし制度」が
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施行されたことがないことを理由に、平成２７年１０月１日の現行法（旧

法）４０条の６の「労働契約申込みみなし制度」の施行日以降も、現行

法（旧法）４０条の６の１項３号の「期間制限違反の場合の労働契約申

込みみなし制度」は適用されないと主張するようである。 

（２）政府（厚生労働省）の解釈は誤り（２）政府（厚生労働省）の解釈は誤り（２）政府（厚生労働省）の解釈は誤り（２）政府（厚生労働省）の解釈は誤り    

    しかし、「改正」案附則９条１項後段には、「『改正』案（新法）施

行前に施行されたことがない条項を除く。」との規定は一切なく、「な

お従前の例による。」との規定があるだけである。「なお従前の例によ

る。」とは、施行日がいまだ到来していない規定を含めて、従前の規定

が規定どおり適用されるという意味である。施行日がいまだ到来してい

ない規定が、施行日到来以降適用されるようになるのは当然のことであ

る。 

このような政府（厚生労働省）の解釈は、「改正」案附則９条１項後

段の「なお従前の例による。」との文言にも、派遣先、派遣元、派遣労

働者の意思及び期待にも反する誤った解釈である。 

（３）政令、厚生労働省令、行政解釈で法律の意味するところと異なる解釈（３）政令、厚生労働省令、行政解釈で法律の意味するところと異なる解釈（３）政令、厚生労働省令、行政解釈で法律の意味するところと異なる解釈（３）政令、厚生労働省令、行政解釈で法律の意味するところと異なる解釈

を押しつけることはできないを押しつけることはできないを押しつけることはできないを押しつけることはできない    

    「改正」案附則９条１項後段の「なお従前の例による。」の解釈につ

いて、政府（厚生労働省）の解釈と正反対の解釈が主張される中で、政

府（厚生労働省）は、「改正」案（新法）成立後に、政令もしくは厚生

労働省令あるいは行政解釈で、「『改正』案附則９条１項後段の『なお

従前の例による。』の文言に、現行法（旧法）４０条の６の１項３号の

『派遣受入期間制限違反の場合の労働契約申込みみなし制度』の適用が

含まれないこと」を明示することを検討しているのかも知れない。 

    しかし、政令や厚生労働省令や行政解釈で、法律である「改正」案附

則９条１項後段の意味するところと異なる解釈を押しつけることはでき

ない。 

 

３３３３    労働者派遣法「改正」案は欠陥法案労働者派遣法「改正」案は欠陥法案労働者派遣法「改正」案は欠陥法案労働者派遣法「改正」案は欠陥法案    

（１）多数の派遣労働者の権利にかかわる問題について正反対の２つの解釈（１）多数の派遣労働者の権利にかかわる問題について正反対の２つの解釈（１）多数の派遣労働者の権利にかかわる問題について正反対の２つの解釈（１）多数の派遣労働者の権利にかかわる問題について正反対の２つの解釈

が成立し得る可能性が成立し得る可能性が成立し得る可能性が成立し得る可能性    

「改正」案（新法）施行日前に締結された労働者派遣契約に基づき行

われる労働者派遣について、平成２７年１０月１日の施行日後、現行法

（旧法）４０条の６の１項３号の「派遣受入期間制限違反の場合の労働

契約申込みみなし制度」の適用があるか否かは、多数の派遣労働者の権

利にかかわる問題である。 
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    仮に、「『改正』案（新法）施行日前に締結された労働者派遣契約に

基づき行われる労働者派遣について、現行法（旧法）４０条の６の１項

３号の『派遣受入期間制限違反の場合の労働契約申込みみなし制度』は

適用されない。」との政府（厚生労働省）の解釈が成立し得る可能性が

あるとすれば、多数の派遣労働者の権利にかかわる問題について、「改

正」案附則９条１項後段の「なお従前の例による。」との条文は、正反

対の２つの解釈を許す可能性があることになる。 

（２）附則９条１項後段の「なお従前の例による。」は欠陥条文（２）附則９条１項後段の「なお従前の例による。」は欠陥条文（２）附則９条１項後段の「なお従前の例による。」は欠陥条文（２）附則９条１項後段の「なお従前の例による。」は欠陥条文    

    本件のように、「従前の例」とされる現行法（旧法）の中に「施行日

未到来の条項」を含む事例は、いまだかってないであろう。このような

事例について、「改正」案附則９条１項後段は、「なお従前の例による。」

とのみ規定し、いかなる場合が「従前の例」に該当するのか、一言も規

定していない。 

正反対の２つの解釈を許す可能性のある附則９条１項後段の「なお従

前の例による。」との条文は、欠陥条文と言わざるを得ない。 

（３）「改正」案は廃案に（３）「改正」案は廃案に（３）「改正」案は廃案に（３）「改正」案は廃案に    

    多数の派遣労働者の権利にかかわる問題について、「改正」案附則９

条１項後段の「なお従前の例による。」のような正反対の２つの解釈を

許す不明瞭な条文を含む「改正」案は、欠陥法案と言わざるを得ない。

このような不明瞭な条文を含む「改正」案をこのまま成立させることは

できず、廃案にするより他に途はない。 

 

第第第第５５５５    派遣労働者の権利侵害をもたらす超短期の派遣労働者の権利侵害をもたらす超短期の派遣労働者の権利侵害をもたらす超短期の派遣労働者の権利侵害をもたらす超短期の公布から施行までの期間公布から施行までの期間公布から施行までの期間公布から施行までの期間 

 １１１１    超短期の超短期の超短期の超短期の公布から施行までの期間公布から施行までの期間公布から施行までの期間公布から施行までの期間    

   安倍内閣が「改正」案の施行日を平成２７年９月３０日に修正し、その

成立を強行しようと考えているとすれば、「改正」案の公布から施行まで

の期間は１か月に満たないことになる。過去の労働者派遣法の制定、改定

時の公布から施行までの期間に比べて超短期の期間である。 

   以下に、過去の労働者派遣法の制定、改定時の公布から施行までの期間

を明らかにする。 

（１）（１）（１）（１）１９８５年（昭和６０年）の労働者派遣法の制定１９８５年（昭和６０年）の労働者派遣法の制定１９８５年（昭和６０年）の労働者派遣法の制定１９８５年（昭和６０年）の労働者派遣法の制定    

     成立          １９８５年（昭和６０年）６月１１日  

     公布          １９８５年（昭和６０年）７月５日  

     施行（政令による）   １９８６年（昭和６１年）７月１日  

     公布から施行までの期間 １１か月２６日  

（２）（２）（２）（２）１９９９年（平成１１年）の改定（労働者派遣の原則自由化）１９９９年（平成１１年）の改定（労働者派遣の原則自由化）１９９９年（平成１１年）の改定（労働者派遣の原則自由化）１９９９年（平成１１年）の改定（労働者派遣の原則自由化）    
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     成立          １９９９年（平成１１年）６月３０日  

     公布          １９９９年（平成１１年）７月７日  

     施行（政令による）   １９９９年（平成１１年）１２月１日  

     公布から施行までの期間 ４か月２５日  

（３）（３）（３）（３）２００３年（平成１５年）の改定（派遣制限期間の緩和と製造業務派２００３年（平成１５年）の改定（派遣制限期間の緩和と製造業務派２００３年（平成１５年）の改定（派遣制限期間の緩和と製造業務派２００３年（平成１５年）の改定（派遣制限期間の緩和と製造業務派

遣の解禁）遣の解禁）遣の解禁）遣の解禁）    

     成立          ２００３年（平成１５年）６月６日  

     公布          ２００３年（平成１５年）６月１３日  

     施行（政令による）   ２００４年（平成１６年）３月１日  

     公布から施行までの期間 ８か月１８日  

（４）（４）（４）（４）２０１２年（平成２４年）の改定（日雇い派遣の原則禁止、労働契約２０１２年（平成２４年）の改定（日雇い派遣の原則禁止、労働契約２０１２年（平成２４年）の改定（日雇い派遣の原則禁止、労働契約２０１２年（平成２４年）の改定（日雇い派遣の原則禁止、労働契約

申込みみなし制度の創設等）申込みみなし制度の創設等）申込みみなし制度の創設等）申込みみなし制度の創設等）    

     成立          ２０１２年（平成２４年）３月２８日  

     公布          ２０１２年（平成２４年）４月６日  

     施行（政令による）   ２０１２年（平成２４年）１０月１日  

                 （労働契約申込みみなし制度の施行は  

２０１５年（平成２７年）１０月１日）  

     公布から施行までの期間 ５か月２５日  

（労働契約申込みみなし制度は３年５か

月２５日）  

 

    ２２２２    「改正」案「改正」案「改正」案「改正」案の成立の成立の成立の成立を受けて制定、改定が必要なを受けて制定、改定が必要なを受けて制定、改定が必要なを受けて制定、改定が必要な政令、政令、政令、政令、厚生労働省令厚生労働省令厚生労働省令厚生労働省令、、、、派派派派

遣先遣先遣先遣先指針、指針、指針、指針、派遣元派遣元派遣元派遣元指針の指針の指針の指針の規定規定規定規定    

「改正」案の成立を受けて制定、改定が必要な政令、厚生労働省令、派

遣先指針、派遣元指針の規定は、次に述べるように、政令・１規定、厚生

労働省令・３２規定、派遣先指針・４規定、派遣元指針・５規定、合計４

２規定にのぼる。 

    （１）「改正」案（１）「改正」案（１）「改正」案（１）「改正」案の成立の成立の成立の成立を受けて改定が必要な政令の規定を受けて改定が必要な政令の規定を受けて改定が必要な政令の規定を受けて改定が必要な政令の規定    

                「改正」案で専門業務が廃止されるので、政令（労働者派遣法施行令）

でも、５条の専門業務に関する規定・１規定が廃止されることになる。 

 （（（（２２２２））））「改正」案「改正」案「改正」案「改正」案の成立の成立の成立の成立を受けて制定、改定することが必要な厚生労働省令を受けて制定、改定することが必要な厚生労働省令を受けて制定、改定することが必要な厚生労働省令を受けて制定、改定することが必要な厚生労働省令

の規定の規定の規定の規定    

            アアアア    「改正」案の条文「改正」案の条文「改正」案の条文「改正」案の条文に基づきに基づきに基づきに基づき制定、改定すること制定、改定すること制定、改定すること制定、改定することになるになるになるになる厚生労働省令厚生労働省令厚生労働省令厚生労働省令

のののの規定規定規定規定（２６（２６（２６（２６規定規定規定規定））））    

     「改正」案の条文に基づき制定、改定することになる厚生労働省令

（労働者派遣法施行規則）の規定は、次の２６規定である。 
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    １ 「改正」案７条１項２号「労働者派遣事業の許可基準」に関する

規定 

    ２ 「改正」案２６条１項２号「組織単位の定義」に関する規定 

    ３ 「改正」案３０条１項本文第１段落「雇用安定措置の対象にする、

特定有期雇用派遣労働者の定義」に関する規定 

    ４ 「改正」案３０条１項本文第２段落「雇用安定措置の対象にする、

その他の労働者の定義」に関する規定 

    ５ 「改正」案３０条１項本文第３段落「雇用安定措置の対象にする、

派遣労働者として期間を定めて雇用しようとする労働者の定義」に

関する規定 

    ６ 「改正」案３０条１項本文第４段落「４つの雇用安定措置を講ず

る方法」に関する規定 

    ７ 「改正」案３０条１項２号「新たな派遣先の就業条件が合理的な

ものであるか否かを決める際に検討する事項」に関する規定 

    ８ 「改正」案３０条１項４号前段「雇用の安定に特に資すると認め

られる教育訓練の定義」に関する規定 

    ９ 「改正」案３０条１項４号後段「その他の雇用の安定を図るため

に必要な措置の定義」に関する規定 

    10 「改正」案３５条１項３号「雇用の機会の確保が特に困難である

派遣労働者であってその雇用の継続等を図る必要があると認められ

る労働者の定義」に関する規定  

    11 「改正」案３６条本文の括弧内「派遣労働者に係る雇用管理を適

正に行うに足りる能力を有する者についての基準」に関する規定  

    12 「改正」案３７条１項２号「雇用の機会の確保が特に困難である

派遣労働者であってその雇用の継続等を図る必要があると認められ

る労働者の定義」に関する規定  

    13 「改正」案３７条１項８号「教育訓練の定義」に関する規定  

  14 「改正」案４０条２項「派遣先が派遣労働者に教育訓練を実施す

るよう配慮しなくてもよい場合」に関する規定  

    15 「改正」案４０条３項「派遣先が派遣労働者に対しても利用の機

会を与えるように配慮しなければならない福利厚生施設の定義」に

関する規定  

    16 「改正」案４０条４項「派遣先が派遣労働者に対しても利用の機

会を与えるように配慮しなければならない福利厚生施設の定義」に

関する規定  

  17 「改正」案４０条５項「派遣先が３０条の３の 1 項（均衡を考慮
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した賃金の決定）の規定により賃金が適切に決定されるようにする

ため、講ずるように配慮しなければならない措置の内容」に関する

規定  

  18 「改正」案４０条の２の１項２号「雇用の機会の確保が特に困難

である派遣労働者であってその雇用の継続等を図る必要があると認

められる労働者の定義」に関する規定  

  19 「改正」案４０条の２の３項「３年の派遣可能期間を延長する場

合に行うべき内容」に関する規定  

  20 「改正」案４０条の２の４項「意見聴取手続の内容」に関する規 

定  

  21 「改正」案４０条の２の５項「過半数労働組合等が異議を述べた

ときに説明すべき内容」に関する規定  

    22 ４０条の４「派遣先が直接雇用するように努めなければならない

特定有期雇用派遣労働者の定義」に関する規定  

    23 「改正」案４０条の５の２項「派遣先が直接雇用の募集を行うと

きに対象とする特定有期雇用派遣労働者の定義」に関する規定  

  24 「改正」案４２条の１項２号「雇用の機会の確保が特に困難であ

る派遣労働者であってその雇用の継続等を図る必要があると認めら

れる労働者の定義」に関する規定  

  25 「改正」案４２条１項９号「教育訓練の定義」に関する規定  

  26 「改正」案４０条の６の１項３号「意見聴取手続の内容」に関す

る規定  

イイイイ    その他その他その他その他「改正」案の成立を受けて「改正」案の成立を受けて「改正」案の成立を受けて「改正」案の成立を受けて制定、改定制定、改定制定、改定制定、改定されるされるされるされる予定の予定の予定の予定の厚生労働厚生労働厚生労働厚生労働

省令の省令の省令の省令の規定規定規定規定（６（６（６（６規定規定規定規定））））    

     その他、厚生労働省は、「改正」案の成立を受けて、次の６規定に

ついて、厚生労働省令（労働者派遣法施行規則）の規定を制定、改定

する予定と伝えられている。 

    １ 労働・社会保険の適用促進に関する規定・３規定  

    ２ 派遣元事業主が行うキャリアアップ措置の取組に関する規定・１

規定  

    ３ 紹介予定派遣の推進に関する規定・１規定  

    ４ 派遣先による直接雇用への対応に関する規定・１規定  

 （（（（３３３３））））建議を受けて制定、改定することが必要な建議を受けて制定、改定することが必要な建議を受けて制定、改定することが必要な建議を受けて制定、改定することが必要な派遣先指針派遣先指針派遣先指針派遣先指針、、、、派遣元指針の派遣元指針の派遣元指針の派遣元指針の

規定規定規定規定（９（９（９（９規定規定規定規定））））    

２０１４年１月２９日の労働政策審議会の「労働者派遣制度の改正に

ついて（報告書）」（建議）に基づき制定、改定することになる「派遣
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先が講ずべき措置に関する指針」（派遣先指針）と「派遣元事業主が講

ずべき措置に関する指針」（派遣元指針）の規定は、次の９規定である。 

   アアアア    建議に基づき制定、改定することになる派遣先指針の規定（建議に基づき制定、改定することになる派遣先指針の規定（建議に基づき制定、改定することになる派遣先指針の規定（建議に基づき制定、改定することになる派遣先指針の規定（４４４４規定規定規定規定）））） 

    １ 派遣先が意見聴取の参考となる資料を過半数労働組合等に提供す

ることを定める規定・１規定 

    ２ 派遣先におけるセクハラ・パワハラ等を例示する規定及び派遣先

が苦情処理を行うに際しては、派遣先の使用者性に関する代表的な

裁判例や中労委命令に留意することを定める規定・１規定 

    ３ 派遣労働者の賃金における均衡待遇の推進に関する規定・２規定 

   イイイイ    建議に基づき建議に基づき建議に基づき建議に基づき制定、改定することになる制定、改定することになる制定、改定することになる制定、改定することになる派遣元指針の規定派遣元指針の規定派遣元指針の規定派遣元指針の規定（（（（５５５５規定規定規定規定）））） 

    １ 派遣元事業主は、無期雇用の派遣労働者を派遣契約の終了のみを

もって解雇してはならないことを定める規定・１規定 

    ２ 派遣労働者の賃金における均衡待遇の推進に関する規定・３規定 

    ３ 派遣元事業主の派遣労働者のキャリア形成支援の具体的な在り方

に関する規定・１規定 

 

３３３３    １か月に満たない１か月に満たない１か月に満たない１か月に満たない超短期の超短期の超短期の超短期の公布から施行公布から施行公布から施行公布から施行までまでまでまでの期間の問題点の期間の問題点の期間の問題点の期間の問題点    

（１）政令、厚生労働省令、派遣先指針・派遣元指針の（１）政令、厚生労働省令、派遣先指針・派遣元指針の（１）政令、厚生労働省令、派遣先指針・派遣元指針の（１）政令、厚生労働省令、派遣先指針・派遣元指針の規定の規定の規定の規定の制定、改定を制定、改定を制定、改定を制定、改定を

審議し、行うことは不可能審議し、行うことは不可能審議し、行うことは不可能審議し、行うことは不可能 

    「改正」案を受けて制定、改定が必要な政令、厚生労働省令、派遣先

指針・派遣元指針の規定は、前述のとおり、４２規定にのぼる。これら

の規定の制定、改定には、労働政策審議会の審議が必要である。 

「改正」案の条文に基づき制定、改定することになる厚生労働省令の

規定（２６規定）の中には、前記の３～９の雇用安定措置に関する規定、

同１４～１７の適正な派遣就業の確保等に関する規定、同１９～２１の

事業所単位の派遣受入制限期間の延長に関する規定、同２２、２３の派

遣先の直接雇用努力義務もしくは募集事項周知義務の対象とされる労働

者に関する事項等、派遣労働者の権利に関する事項を定める厚生労働省

令が多数ある。その他「改正」案の成立を受けて制定、改定される予定

の厚生労働省令の規定・６規定も、いずれも派遣労働者の権利に関する

事項を定める規定である。 

さらに、建議に基づき制定、改定することになる派遣先指針の規定・

４規定、派遣元指針の規定・５規定も、いずれも派遣労働者の権利に関

する事項を定める規定である。 

派遣労働者の権利に関する事項を定めるこれらの多数の規定の制定、

改定のためには慎重な審議が必要であり、１か月に満たない超短期間の



15 

拙速な審議でこれらの規定の制定、改定を行うことは許されない。 

（２）「改正」案（２）「改正」案（２）「改正」案（２）「改正」案及び及び及び及び政令、厚生労働省令、派遣先指針政令、厚生労働省令、派遣先指針政令、厚生労働省令、派遣先指針政令、厚生労働省令、派遣先指針、、、、派遣元指針の派遣元指針の派遣元指針の派遣元指針の規定規定規定規定

の制定、改定のの制定、改定のの制定、改定のの制定、改定の周知は不可能周知は不可能周知は不可能周知は不可能 

「改正」案は、業務単位の派遣受入期間制限を撤廃し、新たに事業所

単位の派遣受入期間制限と個人単位の派遣受入期間制限を創設する。１

か月に満たない期間で、派遣先、派遣元、派遣労働者に、上記の派遣受

入期間制限の仕組みとその効果の変更を周知することは、とうていでき

ない。 

    また、１か月に満たない期間で、派遣先、派遣元、派遣労働者に、「改

正」案の成立に伴う、前記の４２規定にわたる政令、厚生労働省令、派

遣先指針、派遣元指針の規定の制定。改定を周知することは、とうてき

できない。 

 

第第第第６６６６    おわりにおわりにおわりにおわりに    

   労働者派遣法「改正」案は、業務単位の派遣受入期間制限を廃止し、派

遣労働者に対して、直接雇用の道を奪い、生涯派遣を強要する法案である

こと、個人単位の派遣受入期間制限を創設し、派遣先に派遣切り自由の権

限を与える法案であること等の点からして、是非とも廃案にすることが必

要である。 

   これに合わせて、背信的な１日前の「業務単位の派遣受入期間制限違反

の場合の労働契約申込みみなし制度」の廃止、正反対の２つの解釈を許す

「改正」案附則９条１項後段の「なお従前の例による。」との規定、派遣

労働者の権利侵害をもたらす超短期の公布から施行までの期間等の点から

して、「改正」案は、廃案にするより他に途はない。 
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